第４章　事業所
概況
　昭和53年6月15日現在の府下事業所数は、民営、地方公共団体、国及び公共企業体あわせて48万9,794事業所となり、このうち民営の事業所について前回調査(昭和50年5月15日)と比較すると、この３年間に4万8,161事業所がふえ、対前回増加率で11.1パーセントの増加となった。この伸び率は、昭和41年以降の対前回増加率では、50年の6.8パーセントに次ぐ低いものである。
　従業者数は、昭和53年6月15日現在で414万2,840人となり、このうち民営事業所の従業者数について前回調査と比較すると、17万4,770人増加し、対前回増加率で4.8パーセントの増加となった。従業者のうち常雇の従業者は305万9,333人(うち民営272万9,356人)で、民営事業所の常雇の従業者数について前回調査と比較すると、3.0パーセントの増加となった。又、民営事業所の雇用者の常雇率は90.0パーセントで、前回調査時の91.1パーセントに対し1.1ポイントの減少となった。１事業所当たり（民営)の従業者数も7.9人となり、前回調査時の8.4人と比較すると0.5人の減少となった。
民営事業所の産業別構成
　民営事業所の産業別構成をみると、全産業に占める割合は、卸売・小売業が最も高く50.4パーセントと約半数を占め、次いで製造業の18.3パーセント、サービス業の18.0パーセントの順となり、この三つの産業で86.7パーセントにおよんでいる。
　従業者数の産業別構成をみると、事業所数の場合と同様に卸売・小売業が35.0パーセントで第１位、次いで製造業31.2パーセント､サービス業14.3パーセントとなり、この三つの産業で全従業者の80.5パーセントを占めている。
民営事業所の規模別構成
　民営事業所を従業者数による規模別構成でみると、従業者数1人から29人規模の事業所が総数の96.2パーセント(前回95.9パーセント)を占め、次いで30人から49人が1.9パーセント(同1.9パーセント)、50人から99人が1.2パーセント(同1.3パーセント)、100人から299人が0.6パーセント(同0.7パーセント)、300人以上が0.2パーセント(同0.2パーセント)となり、従業者数30人未満の小規模な事業所が圧倒的な割合を占めている。又、従業者数を事業所規模別にみると、1人から29人規模の事業所で働く者が54.5パーセントを占めている。
事業所の経営組織別構成
　事業所数を経営組織別にみると、個人経営が33万2,353事業所(構成比67.9パーセント)、法人14万9,174事業所(同30.5パーセント)、法人でない団体1,596事業所(同0.3パーセント)、地方公共団体、国、公共企業体6,671事業所(同1.4パーセント)となった。
　従業者数を経営組織別にみると、個人経営が102万1,333人(構成比24.7パーセント)、法人277万9,520人(同67.1パーセント)､法人でない団体7,506人(同0.2パーセント)、地方公共団体、国、公共企業体33万4,481人(同8.1パーセント)となった。
事業所の地域別分布
　府下を大阪市地域、豊能地域、三島地域、北河内地域、中河内地域、南河内地域、泉北地域及び泉南地域にわけて事業所の分布状況をみると、大阪市地域26万272事業所(構成比53.1パーセント)、豊能地域2万2,404事業所(同4.6パーセント)、三島地域2万9,549事業所(同6.0パーセント)、北河内地域4万4,759事業所(同9.1パーセント)、中河内地域4万8,567事業所(同9.9パーセント)、南河内地域1万8,725事業所(同3.8パーセント)、泉北地域4万3,836事業所(同8.9パーセント)、泉南地域2万1,682事業所(同4.4パーセント)となっている。
　従業者の地域別分布をみると、大阪市地域240万9,575人(構成比58.2パーセント)、豊能地域16万9,142人(同4.1パーセント)、三島地域27万3.628人(同6.6パーセント)、北河内地域34万1,705人(同8.2パーセント)、中河内地域33万6,324人(同8.1パーセント)、南河内地域12万7,345人(同3.1パーセント)、泉北地域33万3,116人(同8.0パーセント)、泉南地域15万2,005人(同3.7パーセント)となっている。
　このように、大阪市地域が事業所数、従業者数ともに１位を占めているが、構成比では前回調査に比べ、事業所数で1.4ポイント、従業者数で1.9ポイント減少となった。
